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生成ＡＩをはじめとする先端技術は、これまでにない価値を創造し、地域の課題解決に寄与する
ツールとして大きな期待が寄せられており、Society5.0社会の実現に向け、国主導で、ＡＩやドローン、
IoTなど様々なデジタル技術を活用したDX(デジタル・トランスフォーメーション)が進められています。
地方自治体においても、生成ＡＩをはじめとする先端技術の積極的な活用を活発化させており、庁
内業務改革や地域課題解決に向けたデジタル技術の活用は、今後一層加速する方向にあります。

鳥取県

本書「自治体デジタル倫理原則」は、鳥取県が令和５年に設
置した「先端技術と民主主義のあり方を考える研究会」の報告
書のダイジェスト版です。地方自治体が人間主導のデジタル社
会実現を目指す上で、分野を問わず重要となる視点を10の原則
として整理したものです。

他方、地域のことは地域で考え、地域で決定するのが民主主義です。地方自治体は、過度な技術依
存、不適切な活用により、人々の心を含め、ＡＩを含む技術に支配されるような組織や社会に導いては
なりません。
また、SNSをはじめとするネット社会における偽・誤情報の拡散は、今や大きな社会問題となっていま
す。住民の暮らしが脅かされる、あるいは、社会的混乱や地域経済への
悪影響を及ぼしかねない事案が拡大傾向にあることは、民主主義や
地域の安心安全を守る地方自治体として、決して看過できない
問題です。

ＡＩ(人工知能)技術の進展は目覚ましく、自動運転を

はじめ、あらゆる分野で社会実装が拡大しており、私た

ちの暮らしを豊かにする技術として注目されています。

特に、人間同士でおしゃべりする感覚で、何でも答え

を返してくれる生成ＡＩの登場は、これまでにない価値を

創造するツールとして期待され、ビジネス分野だけでな

く、社会全体に大きな影響を与えつつあります。

自治体は、人口減少や中山間地域の問題

など、課題が山積みであり、解決策の検討

などを目的に生成ＡＩの活用に向けた動き

を加速していますが、技術の出した答えだ

けに頼るのではなく、

住民や関係者の

ご意見をお聴きし、

議論や検討を重ねる

姿勢を忘れては

なりません。

❷人権保障の原則
生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用にあたっては、利
用目的をできる限り特定し、その達成に必要な範囲におい
て個人情報を収集するとともに、当該利用目的に限定して
利用するなど、個人情報保護を含め住民の人権を守り、人
権保障を具体化していく視点に立って厳正に行うこと

ＳＮＳ等においても、同様に住民の人権を守り、人権保障
を具体化していく視点に立って、対策を講じること

法律に基づいて収集した個人情報であっても、本人
が断りにくい状況で収集されていたり、集めた情報を組
み合わせるとプライバシーに過度に踏み込んでしまう可
能性があります。

自治体が先端技術で個人情報を収集しよ

うとする際は、利用目的を必要最小限に留

めるなど、住民の人権を守る視点を持って

取り組むことが大切です。

また、誰でもいつでも自由に情報発信できるＳＮＳは、
特に、大規模な災害や感染症の拡大時などにおいて、
お金儲けの目的で、デマやうわさがインターネット空間
に拡散する傾向にあり、大きな社会問題となっています。

自治体は、偽・誤情報

の拡散による被害から

住民の人権を守るため、

相談対応や啓発、情報

発信などの対策を講じる

ことが大切です。

地域のことは、住民の意思に基づいて検討や議論を重ね、

決定することが原則である。生成ＡＩをはじめとする先端

技術の活用にあたっては、このような民主主義や地方自治

の要諦が揺らがぬよう、適正な活用に徹すること

❶住民自治の原則



ＡＩや仮想現実をはじめとする先端技術の進展に伴

い、新しい製品やサービスが次々に登場しています。

自治体は、新しい技術であるとか、注

目を集めるといったことを理由に製品や

サービスを安易に導入するのではなく、

住民や地域が抱えている具体的な課題を

明らかにした上で、住民の暮らしやすさ

（ウェルビーイング）

につながる行政

サービスを提供して

いくことが大切です。

先端技術の発展に伴い、ＡＩが人間とスムーズにやり

取りを行ったり、様々な判断ができるようになっただけ

でなく、自然な文書やイラスト、音楽、動画などを作り

出せるようになりました。

自治体は、自分たちの仕事の中から

ＡＩなどに任せてよい範囲を見極めなが

ら、先端技術を有効に活用していくこと

が大切です。

その際、最終的な判断については、

利用している人間が

責任をもって行う

必要があることを

忘れてはなりません。

スマートフォンを活用するなどして、住民ひとりひとり

にマッチした行政サービスを提供することができるよう

になりました。

自治体は、ジェンダーやＬＧＢＴＱと

いった性に関する価値観や、国籍、年齢

など、多様な個性が尊重される社会（イ

ンクルーシブな社会）に対応し、適切に

先端技術を活用することが大切です。

また、先端技術を

活用して、誰一人

取り残されないよう、

住民ひとりひとりに

寄り添った行政

サービスを提供する

ことも大切です。

ＳＮＳやオンライン技術が社会に広がり、情報の発

信がしやすくなり、遠く離れた場所に住む人同士で

あってもコミュニケーションがとりやすくなりました。

自治体は、意見の聴き取りや住民との

やりとりを行いやすくなりました。技術

を有効に活かし関係性をより深めるとと

もに、地域と関わりのある人々（関係人

口）をはじめ、ＬＧＢＴＱの当事者や外

国人などと新しい関係性を広げながら、

多様な声を施策に反映させていくことが

大切です。

更には、研究者や企業など、様々な主

体と連携し、お互いに助け合い、協働し

ながら、住民サービスの

満足度を最大限に

高めることも

大切です。

生成ＡＩをはじめとする先端技術は、ジェンダーや性的マ
イノリティに配慮するなど多様な人々が互いに尊重される
社会を実現するために活用されなければならず、偏見等を
生まないよう運用するとともに、住民に寄り添い、誰一人
取り残されない行政サービスを提供するように配慮する
こと

❸インクルーシブの原則

生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用にあたっては、住

民を含めた多様なステークホルダーと緊密に協働・連携し、

互いに補完し合い高め合うことにより、地域社会の効用最

大化を図ること

➍パートナーシップの原則

デジタル技術の導入や活用を目的化せず、住民等の一連の

行動に着目して真の課題の把握やニーズの抽出を行うこと

により、住民等が抱える課題を解決し、ウェルビーイング

に繋がる有効な方策を総合的にデザインすること

❺課題解決志向の原則

地方自治体が行う意思決定を生成ＡＩをはじめとする技術

が出力した結果のみに依拠することは排し、出力結果を人

間が的確にチェックすることが担保されるよう人間が責任

をもって精査し、人間の判断で決定する仕組みとすること

❻人間主導の原則



先端技術が社会に浸透していく中で、自治体にお
いても、様々な部署が多くの技術を導入してきていま
す。

自治体は、先端技術をもっと効果的に

活用できるよう、優先して行う必要があ

る政策の順位付けを行ったり、効果検証

を行うこと（ガバナンス）が大切です。

また、データの取り扱い方によっては、

個人を特定できたり、個人の内面を分析

できたりする可能性があるため、

ＡＩなどの先端技術の

仕組みや出力される

内容をきちんと理解

して、運用を改善して

いくことが大切です。

先端技術は、今後も目覚ましいスピードでどんどん
進歩し、新たな製品やサービスが生まれてくることが予
想されます。それに伴って、こういった新しい技術の導
入に向けた検討が活発化しています。

自治体は、失敗を恐れないで新しい技

術の導入に挑戦する姿勢を持ち、失敗し

たとしても、その原因を分析して、次の

挑戦に活かすことが大切です。

また、先端技術の活用状況を確認し、

仕組みやルールの

柔軟な見直しを

機敏（アジャイル）

に行い、よりよい

活用に繋げていく

ことも大切です。

自治体はデジタルの専門部署の職員だけが詳しい
知識やスキルを持っていても、地域の課題解決は実現
できません。

自治体は、職員ひとりひとりが、先端
技術の長所や短所などの特性を理解し、
きちんと活用できるよう、職員に知識や
技術（リテラシー）を習得させることが
大切です。

また、住民が、偏った意見を世間一般の意見だと勘
違いしたり、誤った情報や、うその情報に接するかもし
れません。

自治体は、このような
ことがインターネット
空間でおきている背景を
住民が理解し、自分で
情報を見極められるよう、
啓発や情報発信に
努めることが大切です。

自治体は、住民や議会に対して、実施しようとする
施策に対する理解を得るために、その目的や内容を
しっかり説明する責任があります。

自治体は、先端技術に取り入れられて

いる仕組みや特性について把握した上で、

その技術の利用状況を住民に説明できる

よう、ホームページなどで公表すること

が大切です。

特に、ＡＩを活用して住民等に向けた

自動回答を行っているような

場合には、ＡＩの活用を

公表しておくなど、

説明責任をしっかり

果たしていくこと

が大切です。

職員がデジタル技術の特性を理解し、適切に活用するため

のリテラシーとスキルの向上を図ること。

住民が偽・誤情報に惑わされないよう、住民のフィルター

バブル等への理解とネット情報についての批判的思考能力

を育成するとともに、住民や地域を守るための情報発信に

努めること

❼リテラシーの原則

住民が生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用について適

切に評価できるよう、活用の状況を明らかにすること。特

に、住民等への回答内容にＡＩ等の出力結果が結びついて

いる場合は、その旨を明示するなど説明責任を果たすこと

❽透明性の原則

生成ＡＩをはじめとする先端技術の適切な活用に向け、デ

ジタル施策の実施状況や結果・評価を把握して効果を検証

するとともに、ＡＩのロジックや出力傾向等を把握した上

で適正に管理する仕組みを構築して、適切に運用し改善し

ていくこと

❾ガバナンスの原則
生成ＡＩをはじめとする先端技術は急速に発展していくも
のと想定される。こうした変化に伴いルール等を見直す機
会を整えるとともに、大胆かつ積極的に先端技術を取り入
れていく視点を持ち、「完全な成功」よりも「試行と改
良・再挑戦」を重視し、不断のフィードバックにより、ア
ジャイルで機動的な先端技術の活用推進を図ること

❿機敏性の原則
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